チャランケ通信　第85号　2014年10月27日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　早いもので、もう少しで10月も終わろうとしている。秋も深まりゆきつつある今日この頃、読書の秋にもかかわらず、ジックリと腰を据えて良書を読み込むことが少なくなったと思う今日この頃である。「光陰矢のごとし、一寸の光陰軽んずべからず」を座右の銘に。
　強まりつつある、消費税の引き上げを巡る自民党内部の確執

　いよいよ、来年10月からの消費税率引き上げまであと1年と近づいてきた。安倍総理が消費税の10%への引き上げの決断をする時期は、12月の10日前後だと言われているのだが、それまでの間、財政再建重視派といわゆるリフレ派との間で、激しい駆け引きが始まりつつある。先週10月22日には、自民党内に消費税の引き上げを考え直すべきではないか、という意見を持ったリフレ派の山本幸三衆議院議員らが、「デフレ・円高解消を確実にする会」と名付けた会合を持ったと報じられている。集まった国会議員は50人足らずのようだが、最新の経済データが思わしくないせいか、増税に対する厳しい見方に同調者が増えそうな雰囲気がある。

　民主党も巻き込むつもり?　そんな余裕は無いはずだよ
一方、翌日23日には、元財務大臣藤井裕久氏が開いた出版記念パーティに、野田税調会長や民主党の野田元総理らが集まり、乾杯のあいさつに立った野田税調会長は「予定通りやるのが、党派を超えて集まった皆さんの共通した考えだ」と消費税率の10%への引き上げの決意を語ったと報道されている。実は、小生もこの出版記念パーティに招待されていたのだが、前からの用事があり、どうしても出席できなかった。この集会などもあったこともあってか、これから12月の税制改正大綱策定に向けて、自民党と公明党による税制改革協議を進めていくわけだが、出来れば三党合意の当事者の一人である民主党も巻き込んで消費税率の引き上げを決めていきたい、との意向が報道されているようだ。おそらく今の民主党には、自民・公明両党の中に入って消費税率の引き上げの汗をかく余裕は全くと言ってないであろう。当然のことながら、民主党としては10%への引き上げは、過去の経緯もあり容認するはずであり、今は与党自民党側の内部矛盾が大きく拡大するかどうか、固唾をのんで見守っている、といったところだろうか。

高橋洋一教授の「『増税なき財政再建』の論拠を示そう」への疑問
こうした消費増税論議がどうなるのかに関心が集まっている中で、「『増税なき財政再建』の論拠を示そう」というインタビュー記事が、週刊「『エコノミスト』の最新号に掲載されている。インタビューに応じているのは、財務省OBでありながら財務省から嫌われていると言われている高橋洋一嘉悦大学教授である。
高橋教授の言い分を『エコノミスト』誌から検討してみよう。

まず高橋教授の言う財政再建とは、財政破たんを避けることであり、プライマリーバランスを黒字化することが必要であり、別の言葉で言えば対GDP比債務残高が減少の方向に向かっていることが求められるという。確かに、今の日本の財政赤字は対GDP比200%を超す高い水準になっているのだが、それでも財政は破綻していないことを強調されている。ちなみに、プライマリーバランスとは、その年の国債費を除く歳出と国債収入を除く歳入のバランスのことで、以下PBと略したい。
債務残高／GDPを減らすにはPBの黒字化へ、インフレ率2%にすれば実質成長率も2%になるのが経験則、かくして4%の名目成長率で増税なき財政再建へ、と述べている
では、どうやって債務残高／GDPを減少させることができるのか、そのカギを握っているのが、一つは名目成長率と金利の関係なのだが、成長率と金利の関係については中長期的に均してみるとだいたい同じになるので、要はPBを黒字にすることができるのかどうか、にかかっていると断定される。(ここで高橋教授は金利として国債金利と図示されているが、常識的には10年国債の金利であろう)
では、PBを黒字化するにはどうしたら良いのか、その点について高橋教授は、過去の統計数値から1年前の名目成長率が翌年のPB／GDP比をほとんど決めているから、1年前の名目成長率が財政再建の成否を決めるとしているのだ。下手に増税などをしたら名目成長率を下げてしまうので、効果はなくなってしまうと見ている。そこで、名目成長率を高めるには、名目成長率=実質成長率＋インフレ率であり、インフレ率は例によってマネーの供給量で何とかコントロールできる(?!)わけで、適当なインフレ率は2%ぐらいとされる。「2%のインフレになると実質成長率も2%ぐらいになるという事が経験則」から分かっているそうで、かくして名目4%の成長率が実現されれば、少しの歳出カットでプライマリーバランスの黒字化は可能なのだ、と増税なき財政再建の筋道を説いておられるのだ。
4%の名目成長率なら名目金利は4%へ、国債費への金利負担は約40兆円増加へ、その負担はどうするの?!
そこで最初の問題は、先ほど名目成長率と金利の関係なのだが、名目成長率と国債10年物の金利は均してみれば同じになるとされていたわけで、国債発行金利も4%になるとすれば、やがて時間の経過と共に1000兆円にも及ぶ借換債の金利が4%になれば約40兆円もの金利負担(消費税率に換算して約15%)が増大してくるわけで、その負担はどのように予算に組み入れられるのだろうか。(今の10年物の金利は0.5%を切っているので、正確には今より約35兆円の金利負担になると思われる)
確かに、名目4%の成長による税収は、弾性値が1,1に低下しているとはいえ、約5兆円の歳入増(税収は40兆円×1.1×1.04=44.6兆円)になるのだが、歳出の単価アップも4%引き上げられるわけで、累積赤字総額1000兆円の金利負担の増加に耐え切れなくなるのではないか、という疑問がわいてくる。残念ながら、インタビューではその点には触れられていなかったわけで、大きな問題が未解決なままであるとしか思えないのだが、どうであろうか。

2%のインフレターゲットは実現できるのか、2%のインフレなら2%の実質経済成長が実現できる理由は?!
さらに、2%のインフレ率の実現であるが、今黒田総裁の下で異次元の金融緩和が進められつつあるものの、インフレ目標2%の達成が来年度に実現できるかどうか、怪しくなりつつある。又、名目2%のインフレがたとえ実現できたとして、2%の実質成長率が実現できるという経験則なるものの内実を説明してもらわなければ、単なる経験則では説明にならない。因果関係なのか相関関係なのか、統計数値の理解には一筋縄ではいかないことが多いわけで、高橋教授にはしっかりと説明して欲しいものだ。いま、アベノミクスの第三の矢である経済成長政策が一番困難を極めているのであり、インフレ2%になれば成長も2%になるのが先進各国の現実であり経験則だ、などと嘯いていても始まらないのだ。
まだまだ高橋教授のこのインタビュー記事には、問題視したい点が多々あるのだが、また別の機会に触れることにしたい。

野口悠紀夫氏の「法人税率は企業行動に影響しない　議論すべきは社会保険料」に注目
もう一つ、この『エコノミスト』紙に掲載された論文に「法人税減税は必要か」という集中連載の5回目として「法人税率は企業行動に影響しない　議論すべきは社会保険料」と題して、お馴染みの野口悠紀夫早稲田大学ファイナンス総合研究所顧問が登場されている。

野口氏は結論として「法人税率が引き下げられれば、配当や内部留保は増える。しかし、賃金や投資に影響することはない」とされている。一見すると、法人税が安くなると、賃上げや設備投資に回す原資が増えるので、効果がありそうに思われるのだが、賃金は労働市場で決まるのだし、設備投資は借入資金の支払利子が損金算入されるので、最適資本ストックが不変となり税率を下げても影響しないのだ、と理論的にも過去の法人税率の引き下げによる日本経済の実態からも説明されている。
法人税の課税ベースを外形標準にできれば税率を下げられる
問題の法人税は、課税ベースが「利益」であることが問題で、会計上の様々な操作によって減少させることができるわけで、法人税を納付している企業が3割以下となっているのもこうした背景があるからだと指摘する。そこで、必要なことは課税ベースを操作できないようにすることで、そのためには資本金や付加価値などの外形標準課税にすることであり、課税ベースを拡大して法人税率を下げることが望ましい、とされている。

と、ここまでは、出来たら良いことだな、と一般論で言うしかないのだが、野口氏は、実は企業にとって一番の重い負担は「社会保険料」なのだ、と言う点を指摘している。
法人税より重い負担になっている社会保険料、だが経営者の皆さん、その負担を支払えるビジネスモデルを創造し経営して欲しい
たしかに、法人にとって社会保険料の事業主負担は2011年度で29兆円に達しているのに、法人税の負担は金融保険業も含めて16.9兆円でしかなく、圧倒的に社会保険料負担が大きいのだ。このことから、企業の国際競争力を高めると称して社会保険料の事業主負担を免れるべく、正規社員を減らして非正規社員を増やそうとしてきたことは間違いない。

問題は、野口氏が指摘するように、これからの企業側の戦略は社会保険料の引き下げに向かってくるに違いないのである。かつて、国民年金の全額税方式が提起された背景に、企業の負担分約3.7兆円がなくなることがあることを指摘したことがある。それを消費税に振り替えようとして来たことを忘れることは出来ないし、年金だけでなく、医療や介護など社会保険料負担を出来るだけ少なくしていきたいと考えている経済界の要求は、これからも強まりこそすれ弱まることはないと見ておく必要がある。
市場原理をいかに国民生活重視の下にコントロールできるのか、

政治の課題は重いのだが
確かに、社会保険料や税の負担は企業にとってはコストであり、出来れば少なくするのに越したことはないのだろう。だが、先進国日本で人を雇って事業を行うという事は、それだけの経済的コストが必要なわけで、そのコストを支払ったうえで、きちんとした経営を進められるビジネスモデルを構築して欲しいのだ。低賃金・低社会保障が進めば、日本の社会は格差社会が蔓延し、その結果人口減少の下で人的資本が劣化していき、世界の先進国の仲間からどんどん離されてしまうのではなかろうか。この点、企業経営者によくよく考えて欲しいことではある。経済の市場原理を、社会の国民生活の枠の中にどう収めていけるのか、政治の役割の重さを痛感する今日この頃である。
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